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研究要旨 
本研究は、ICD-11 の円滑な国内導入と活用に向けて、ICD-11 国内導入に伴う課題

や影響を検証し、ICD-11 に対応した統計基準の検討を行うとともに、厚生労働省や各
学会、WHO などの意見集約と調整、意見発信を行うための基礎資料を取りまとめ、
ICD-11 のわが国への円滑な適用に資することを目的とする。研究初年度の本年は、
WHO 製表分類 2023 と基本分類表 2013 の死因・疾病分類の組み合わせコードを作成
し、新たなコードに対応した死亡者数と推計患者数を推計した。また、疾病分類表及
び死因分類表の原票を用いて新たな分類の妥当性・実用可能性についても考察した。
さらに、標準病名マスターと ICD-11 用語和訳作業結果を統合した ICD-11 対応の統合
標準病名集の開発に向けた基礎資料を作成したほか、WHO-FIC 年次会議に参加して
WHO における ICD 改訂動向や諸外国の ICD-11 国内適用に関する情報を収集した。 
本年度研究により、WHO 製表分類 2023 と基本分類表 2013 を組み合わせて新たな

基本分類表・死因コード、疾病コードを試作し、死亡数、推計患者数を新たなコード
で集計することが可能であることを確認した。今後、新分類の作成と並行し、それに
基づく公的統計への影響分析をマクロアプローチ・ミクロアプローチの両面から進め
ていく予定である。 
 

 
Ａ．研究目的 
 本研究は、ICD-11 の円滑な国内導入と
活用に向けて、ICD-11 国内導入に伴う課
題や影響を検証し、ICD-11 に対応した統
計基準の検討を行うとともに、厚生労働省
や各学会、WHO などの意見集約と調整、
意見発信を行うための基礎資料を取りまと
め、ICD-11 のわが国への円滑な適用に資
することも目的である。具体的には、
（１）ICD-11 国内導入のわが国の公的統

計に与える影響を考察し、ICD-11 の円滑
な国内導入に資する知見を集積すること、
（２）ICD-11 のわが国における活用につ
いて考察し、課題を整理すること、さらに
（３）WHO-FIC 年次会議に参加して
WHO における ICD 改訂動向や諸外国の
ICD-11 国内適用に関する情報を収集し、
本研究で得られた知見を国内外に意見発信
することである。 
 本研究により、WHO 分類とわが国の罹
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患統計・死亡統計との整合性について多角
的・包括的に分析することで、ICD-11 導
入によるわが国の公的統計への影響の検証
や課題抽出を行うことが可能である。ま
た、ICD-11 国内導入に必須となる新たな
ICD-11 対応統合標準病名集の構築に関す
る知見が集積される。さらに、本研究で得
られた知見の国内外への情報発信を行うこ
とで、疾病分類の普及と実用化における日
本のプレゼンス向上に貢献できる。 

 
Ｂ．研究方法 
（１）公的統計で用いられている現行分類
と WHO 分類の構造を比較分析し、わが国
の公的統計の整合性・継続性を維持しつつ
WHO 分類にも適用可能な新たな分類の作
成を試みた。具体的には、WHO 製表分類
とわが国の基本分類表の組み合わせコード
を、死亡統計、疾病統計それぞれで作成し
た。次に、2022 年度の人口動態統計の死亡
者数と、2020 年度の患者調査における疾病
別推計患者数を用いて、新たなコードに対
応した死亡者数と推計患者数を推計した。
推計にあたり、ICD-10/11 mapping tables、
基本分類表、死因簡単分類表、死亡数表、
推計患者数表を、ICD-10 コード（死因基本
分類）をキー変数として名寄せした。なお、
ICD-10/11 mapping tables に収載された項
目によっては、単一の ICD-10 コードに複
数の ICD-11 MMS コードが記載されてい
るため、ICD-10/11 mapping tables とその
他のテーブルは、1 対多対応で付加した。1
対多対応で付加した項目については、現行
の ICD-10 コードで集計された死亡者数及
び推計患者数データを、それぞれの ICD-11 
MMS コードに均等配分されると仮定し分
配した。 
また、疾病分類表及び死因分類表の原票

を用いて新たな分類の妥当性・実用可能性
についても考察した。 
（２）標準病名マスターと ICD-11 用語

和訳作業結果を統合した ICD-11 対応の統
合標準病名集の開発に向けた基礎資料を作
成した。 
（３）WHO-FIC 年次会議に参加して情

報収集を行なった。 
 

（倫理面への配慮） 
 本研究は既存分類の分析と国内外の学会
などでの情報収集と意見発出が研究主体で
あり、倫理的配慮は必要としない。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）公的統計で用いられている現行分類
と WHO 分類の比較分析 
 わが国の死因統計及び罹患統計には、
2013 年に公表された基本分類表（以下、基
本分類表 2013）が用いられているが、ICD-
11の導入とWHOが公表した新たなWHO
製表分類（以下、WHO 製表分類 2023）に
対応した、新たな基本分類表の作成が求め
られている。 
 新たな基本分類表に求められる機能とし
ては、WHO 製表分類 2023 に対応するとと
もに、公的統計の継続性の維持のため、現
行の基本分類表 2013 の両方に対応する必
要がある。この条件は、WHO製表分類2023
と基本分類表 2013 に記載されたコードを
組み合わせることで実現できるため、死因・
疾病分類とも、WHO 製表分類 2023 と基本
分類表 2013 の組み合わせコードを WHO
から公表されている mapping table を用い
て作成した。具体的には、以下の手順で実
施した。 
 2024 年 1 月 4 日に WHO より公表され
た ICD-10 と ICD-11MMS の mapping 
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tables の 現 時 点 で の 最 新 版 で あ る
「10To11MapToMultipleCategories.xlsx」
の ICD-11MMS コ ー ド と 、
「 MortalityTabulationList V2023.xlsx 」
「MorbidityTabulationList V2023.xlsx」の
WHO 製表分類に記載された ICD-11MMS
コードを用いて、3 つのテーブルを名寄せ
し、統合テーブルを作成した。次に、基本
分類表 2013 に記載された ICD-10 コード
と統合テーブルの mapping table に記載さ
れた ICD-10 コードを用いて名寄せした。
基本分類表 2013 の名寄せにあたり、基本
分類表 2013 の ICD-10 コードに付記され
たダガー及びアスタリスクを除外して実施
した。 
 作成した統合テーブルにおいて、WHO
製表分類 2023（死因、罹患の両方）及び基
本分類表 2013 の死因分類及び疾病小分類
の各コードの組み合わせを作成した。 
 なお、組み合わせに用いた WHO 製表分
類 2023 の死因分類は 158 項目、基本分類
表 2013 の死因分類は 133 項目と、死因分
類では基本分類表 2013 の項目数がやや少
なく、逆に疾病分類では、WHO 製表分類
2023 で 348 項目、基本分類表 2013・疾病
小分類で 375 項目と、基本分類表 2013 の
方が項目数はやや多いものの、いずれもほ
ぼ近い項目数であった。これは数において
は若干の差にも見えるが、実際は章ごとに
分類項目粒度に大きな差があることが判明
した。例えば、第１章（感染症）は ICD-10, 
ICD-11 で内容に大きな差はないが、WHO
製表分類 2023 では 36 項目、国内の死亡分
類では 12 項目と項目数が大きく異なって
いる。 
 そこで、分類項目粒度が細かい方へ合わ
せた形で、互いの項目を組み合わせて新た
な死因コードを試作したところ、作成した

基本分類表・死因コード案は 156 項目、疾
病分類コード案は 457 項目になると推定さ
れた（別添資料１、２参照）。 
 次に、現行の死亡者数と推計患者数を用
いて、新たなコードごとの集計を試みた。
具体的には、死因分類については、2022 年
度の人口動態統計の死亡者数を、疾病分類
については、2020 年度の患者調査における
疾病別推計患者数を用いて、新たなコード
に対応した死亡者数と推計患者数を推計し
た（別添資料１、２参照）。 
 国内で新しい死因分類を導入する際には
上記の単純な組み合わせによる死因分類か
らさらに集約していく必要がある。本年度
の検討ではその際の原則として、以下の方
針が妥当と考えられた。 
 

A) WHO 製表分類 2023 の方が粒度が細
かい分類については、医学知識の発展
を盛り込む形で進化した ICD-11 で
の考え方を尊重し、WHO 側の分類を
採用する 

B) 国内の現行の死亡分類の方が粒度が
細かい分類については、過去国内での
臨床上の集計の重要性を鑑みて採用
されていたものであることを考慮し、
国内側を採用する 

C) 多対多対応、あるいは ICD-10 から
ICD-11への移行に伴い章にまたがる
複雑な変更が生じている分類項目に
ついては統計上の継続性と臨床上の
重要性を鑑み個別に検討する。 

 
現在この原則に従い、WHO 側、国内側

の分類粒度のバランスを考慮した折衷案の
策定を行っているところである。また、罹
患統計についても上記と同じ考え方で進め
ている。 
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また、これらの新しい死亡/罹患統計用分

類案の導入によってもたらされる公的統計
への影響調査も重要な課題である。 
死亡統計及び疾病統計については、新分

類案に応じて実際の死亡数、推計患者数が
どのように変化するか推計する必要がある
が、これには２通りのアプローチがある。 

 
ア）マクロアプローチ 
ICD-10 と ICD-11 のカテゴリ間のマッ

ピングテーブルを用いて ICD-11 コード
(MMS)をベースとした際の死亡数、推計患
者数を推計する方法である。分類カテゴリ
が「１対多」「多対多」の対応になっている
場合、特定の ICD-10 コードに対応する死
亡数、推計患者数を、対応する複数の ICD-
11 コードに均等配分して推定することを
目的としている。現在新分類案の策定と共
に、この方式による集計を進めているとこ
ろである。 

 
イ）ミクロアプローチ 
上述の方法では、死亡統計の場合、1 つの

ICD-10 コードに該当する死亡数を、対応す
る複数の ICD-11 コードに均等配分するた
め、ICD-11MMS を用いた死亡統計の推計
精度が少し粗くなってしまうという欠点が
ある。そこで ICD カテゴリではなく、病名
の粒度で ICD-10, ICD-11 のカテゴリを同
定し、より精緻な分析をすることを目的と
した方法である。さらに、昨年度までの研
究（R2-4 厚労科研 政策科学総合(政策科学
推進)「社会構造の変化を踏まえた保健医療
にかかる施策立案に資する国際疾病分類の
国内導入のための研究」の今井分担研究）
において、既に WHO が作成した ICD-10
と ICD-11 のマッピングテーブルには不備

があることが判明しており、より正確な推
計のためには病名単位で行うことが適切で
ある。これを行うためには予め病名に対し
ICD-11 コードを付与しておく必要がある
が、この詳細については「研究結果（２）」
にて述べる。 
本年度、厚生労働省国際分類情報管理室
と連携し、死亡票並びに病名単位での罹患
統計情報については既に入手を行った。ま
た（２）の進捗と合わせてこの方式での分
析を並行して行っているところである。 
 
（２）標準病名マスターと ICD-11 用語和
訳作業結果を統合した ICD-11 対応の統合
標準病名集の開発 
 
 ICD-11 では (1) 分類体系の構造自体の
変化  (2) 個々の分類概念の詳細化  (3) 
単なる分類体系の提供から用語集の提供へ
の変化 (4)Post-Coordination を用いた任
意粒度での概念のコーディング、と言った
これまでにない特徴があり、国内でこれま
で用いられてきたコーディングスキームと
は大きく異なっている。国内の電子カルテ
環境では厚生労働省標準ともなっている
ICD-10 対応電子カルテ用標準病名マスタ
ー（以下、標準病名マスター）が広く導入
されており、病名の記録と ICD-10 コード
への対応づけが行われているだけでなく、
その ICD-10 コードは DPC など診療報酬
請求にも広く用いられている。一方、ICD
はこれまで単なる疾患分類のためのカテゴ
リ体系を提供するものであったが、ICD-11
からは Foundation Component 中に約１3
万語の用語セットが含まれ、大きく拡充さ
れると共に用語集としての性質を帯びてき
た。従って、ICD-11 の日本語版を作成し国
内導入する際には、これまで国内で標準的
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に用いられてきた標準病名マスターとのダ
ブルスタンダードを避け、円滑な移行を促
すため整合性をとった上で適切に統合する
必要がある。 
  そこで昨年度までの研究（R2-4 厚労科研 
政策科学総合(政策科学推進)「社会構造の
変化を踏まえた保健医療にかかる施策立案
に資する国際疾病分類の国内導入のための
研究」）から継続し、標準病名マスターに含
まれる病名について ICD-11 コードとの対
応づけ作業を行った。これは(A) ICD-11 
Foundation 用語の訳語と、国内標準病名マ
スターとを統合し ICD-11 コード対応の病
名マスタ―として拡充する際、並びに(B)国
内の公的統計への影響を測る際の「ミクロ
アプローチ」（前述）を行う際、の２つの目
的に対して必須である。 
 本年度は WHO による ICD-11 の定期的
な変更に合わせ、昨年度までの研究で修正
検討が十分に行えていなかった章を対象に、
国内標準病名からの ICD-11 コーディング
作業を行った。本年度は、特に数の多い
ICD-10 19 章（損傷中毒: 10489 語）並びに
2 章（新生物: 7292 語）の標準病名を対象
に最新の ICD-11 に追随するべく見直し作
業を行い、それぞれ 3,651 語、1,568 語につ
いてコード修正を行った。（本報告書文末＜
別添資料３＞参照）。特に重要である第２章
については、本研究分担者に加え研究協力
者（安永瑛一・東大病院病理部助教）の協
力を仰ぎ、検討を行った。 
 特に ICD-10 第２章ではこれまで 61 件
の新生物関連標準病名について問題が見つ
かっている。例えば、“充実性偽乳頭状腫瘍” 
(ICD10: C259, 交換コード: DVP4) は、 
ICD-11 Foundation で は 、 Solid-
pseudopapillary neoplasms of pancreas とし
てエントリーが存在する。 

一方、MMS では “膵臓の腺腫” (2C10.0) 
の索引語とされているが、この疾患は腺腫
と は 言 え ず  2C10.Y (Other specified 
malignant neoplasms of pancreas) の方が
適切と考えられ、WHO の索引語の誤りと
判断された。実際にがん領域で良く用いら
れ る WHO Classificaiton of Tumours 
Online(通称 Blue Book)でも “2C10.Y & 
XH3FD4”と 2C10.Y が採用されている。 
しかし、Blue Book の post-coordination で
は病理所見の拡張コード  XH3FD4 が 
Solid pseudopapillary tumor of ovary を示し
ており誤りである。正しくは、 Solid-
pseudopapillary neoplasms of pancreas 
(XH3AE9) を用いて、2C10.Y & XH3AE9 
とするのが正しいと考えられる。つまり、
WHO MMSの索引語も、Blue Bookの post-
coordination のどちらにもエラーが存在し
ている。同様に注意深く検討を要するコー
ディング、あるいは現在では古い病名とさ
れもはや ICD-11 の体系ではコーディング
不可能な病名など多数の問題が見つかって
いる。このように病名単位で正しい ICD11
コード付けを行うことは国内での適用にお
いて非常に重要である。 
 現在、これまでの標準病名の ICD-11 対
応付け結果、並びに本年度研究班にて策定
された基本分類表の「折衷案」をベースと
し、並行して「ミクロアプローチ」による
公的統計への影響分析を行っているところ
である。 

 
（３）WHO における ICD 改訂動向や諸外
国の ICD-11 国内適用に関する情報収集 
 2023 年 10 月 16 日（月）から 20（金）
に開催されたWHO-FICネットワーク年次
会議（ドイツ・ボンにて開催）にオンライ
ン参加した。 
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 2023 年 10 月 16 日（月）に開催された
WHO-FIC カウンシルでは、ICD-11 の各国
での導入状況について説明があり、開発途
上国を含め各国で ICD-11 導入に向けた準
備が進められていると報告された。また、
ICD-11 導入に向けた教育ツールの開発や
ICD-11 メンテナンスツールの開発なども
進められており、ICF や ICHI との統合に
向けた作業も進められているとの報告があ
った。さらに、MedDRA、Orphanet、
SNOMED や MONDO など外部のデータ
ベースとの統合に向けた準備や話し合いが
進められているとの報告があった。また、
各委員会の活動についても報告があった。 
また、本研究分担者今井は WHO-FIC 

ITC (Information Technology Committee) 
Secretariat を務めると共に ICD11 と
ICD10あるいは他の用語リソースとのマッ
ピングを検討する Mapping Task Force メ
ンバーにも参画しており、これまでの厚労
科研における ICD11 研究班における研究
成果の発信を行った。 
＜別添資料４＞に最も直近にて開催され

た ITC Mid-Year Meeting (2024 年 5 月 7
日) における議事録、並びに当該会議にて
日本から発表した資料を＜別添資料５＞、
＜別添資料６＞に記す。(日本からの発信内
容は議事録中で黄色で示されている) 

ICD-10 から ICD-11 への円滑な移行は
各国の最重要課題であるが、WHO による
ICD10・ICD11 マッピングテーブルには不
備があることが指摘されている。当該会議
では日本における「標準病名から ICD-11
へのマッピング」の結果から、WHO マッ
ピングテーブルとの (1) 完全一致: 74%, 
(2) 部分一致 (STEM のみ): 15%, (3)不一
致 10%であることを報告し、実例の紹介を
行った。各国からは貴重な報告であると評

価されると共に、マッピングテーブルの各
国による継続的な評価と修正の必要性、
FDC 及びカウンシルでの継続議論の必要
性が再認識された。 
また、Mapping Task Force では ICD-11

と SNOMED-CT など他の用語集とのマッ
ピングについても議論が進められているが、
日 本 か ら は 別 添 資 料 ６ の 通 り 、
International Patient Summary 向けにフリ
ー公開された SNOMED-CT のサブセット
である SNOMED-CT GPS/IPS を対象に、
ICD-11 とのマッピングを試みた事例を発
表した。表記の揺れを修正しても GPS の中
で ICD-11 にマッピングできた事例は 18%
程度であり、特に disorder カテゴリであっ
たとしても38%程度の一致に留まっていた。
これは、SNOMED-CT 側が “用語” という
よりも寧ろ “フレーズ” にて表現されてい
る臨床概念が多いためであり、両者のマッ
ピングのためには、単なる文字列一致では
なく ICD-11 を用いた “Post-Coordination” 
が必要である。 

ICD-11 の可用性向上のため、他の代表的
な用語リソースとのマッピングは重要視さ
れている。特に SNOMED-CT を導入して
いない日本にとって、ICD-11 とのマッピン
グがなされることの効果は非常に大きい。
ICD-11 コードを適切に付与することによ
り同時に SNOMED-CT コードにも変換で
きるためである。今回の発信により、もは
やこれは  “マッピング” ではなく  post-
coordination を用いた “コーディング” タ
スクであることが確認され、これを促進す
るためのコーディング支援ツールのさらな
る発展の重要性が認識された。 
 
Ｄ．考察 
 WHO 製表分類 2023 と基本分類表 2013
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を組み合わせて新たな基本分類表・死因コ
ード、疾病コードを試作し、死亡数、推計
患者数を新たなコードで集計することが可
能であることを確認した。一方で、WHO 製
表分類は ICD-11 MMS 準拠のコードであ
り、基本分類表は ICD-10 コード準拠であ
るため、そのための粒度や分類の違いがあ
ることから、これらを組み合わせたコード
では、項目によって粒度が異なっていたり、
分類の考え方が異なっていることが考えら
れ、それにより新たな分類として適切な構
造となっているかどうか、検討が必要であ
る。例えば感染症については、WHO 製表
分類 2023の方が基本分類表 2013よりも細
かく、一方で循環器系の疾患では、基本分
類表 2013 の方が WHO 製表分類 2023 よ
りも細かい分類となっている。このような、
わが国の疾病の特徴を加味した章ごとの粒
度の違いも組み合わせによって影響があっ
たと考えられる。 
 今後 ICD-11 に準拠し、さらに公的統計
の継続性を維持するために新たな基本分類
表の構築が求められており、本研究で試作
したように、WHO 製表分類 2023 と基本分
類表 2013 を組み合わせて考察することが
必須と考えられる。その際に、WHO 製表
分類 2023と基本分類表 2013は項目によっ
て粒度が異なっており、それぞれの特徴を
維持しつつ、本研究で試作したコードを統
合した新たな分類の作成が必要と考えられ
る。今後、新分類の作成と並行し、それに
基づく公的統計への影響分析をマクロアプ
ローチ・ミクロアプローチの両面から進め
ていく予定である。 
 また ICD-11 の可用性を高め、標準病名
マスターとの円滑な統合や、実臨床データ
に対する患者病態の詳細なコーディング、
他のリソースとのマッピングを進めるため

にはコーディング支援ツールが重要となる。
WHO では Code Fusion というコーディン
グ支援ツールを開発中であるが、本研究班
のリソースを提供することで日本語版の搭
載、さらには国内でのコーディング支援ツ
ールの開発へ発展させることが可能と考え
られ、今後の課題である。 
 
Ｅ．結論 
 本研究では、死亡統計と疾病統計に着目

し、これらの公的統計で用いられている現
行分類と WHO 分類の構造を比較分析し、
わが国の公的統計の整合性・継続性を維持
しつつWHO 分類にも適用可能な新たな分
類の作成を試み、さらに国内統計への影響
を分析するため、死亡者数、推計患者数を
新たな分類において推計を試み、現行の国
内統計と新たな分類との比較が可能である
ことを確認した。なお、新たなコードを用
いた死亡者数、推計患者数の推計には、マ
クロアプローチとミクロアプローチが想定
され、本年度はマクロアプローチによる推
計を行なったほか、ミクロアプローチによ
る推計のための各種準備を実施した。今後、
この両アプローチについて両面から分析を
実施し、わが国の公的統計における ICD-
11MMS 導入の影響について、より詳細に
分析する予定である。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
 
２．学会発表 
今井 健. 国際疾病分類 ICD11について. 

NeXEHRS第 12回セミナー招待講演, オン
ライン, 2023 年 12 月 5 日. 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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（予定を含む。） 
 1. 特許取得 

 なし 
 
 2. 実用新案登録 

 なし 
 
 3.その他 

 なし 
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＜別添資料１＞ 新たな基本分類表・死因コード案と推計死亡者数（2022 年度） 
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＜別添資料２＞ 新たな基本分類表・疾病コード案と推計患者数（2020 年度） 
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＜別添資料４＞ WHO-FIC ITC Mid-Year Meeting 議事録 (2024/5/7) 
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＜別添資料５＞ 発表資料 1（2024 ITC Mid-Year Meeting） 
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＜別添資料６＞ 発表資料２（2024 ITC Mid-Year Meeting） 
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